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吹田市歯と口腔の健康づくり推進条例を次のとおり公布します。 

 

平成２６年９月３０日 

 

 

吹田市長 井 上 哲 也 

 

 

吹田市条例第３６号 

 

吹田市歯と口腔の健康づくり推進条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、歯科口腔
くう

保健の推進に関する法律（平成２３年法律第９５号。

以下「法」という。）に基づき、本市が行う市民の歯及び口腔の健康の保持（以下

「歯と口腔の健康づくり」という。）の推進に関し、基本理念を定め、市、歯科医

療等業務従事者、関連業務従事者及び事業者の責務並びに市民の役割を明らかにす

るとともに、歯と口腔の健康づくりの推進に関する施策の基本となる事項を定める

ことにより、歯と口腔の健康づくりを総合的に推進し、もって市民の生涯にわたる

健康の保持及び増進に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 歯と口腔の健康づくりの推進に関する施策は、次に掲げる事項を基本として

実施しなければならない。 

⑴ 市民が生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うと

ともに、歯科疾患を早期に発見し、早期に治療を受けることを促進すること。 

⑵ 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔及びその機能の状態並

びに歯科疾患の特性に応じて、適切かつ効果的に歯と口腔の健康づくりを推進す

ること。 

⑶ 保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連施策との連携を図りつ

つ、その関係者の協力を得て、総合的に歯と口腔の健康づくりを推進すること。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

歯と口腔の健康づくりの推進に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（歯科医療等業務従事者の責務） 

第４条 歯科医療等業務（法第４条に規定する歯科医療等業務をいう。以下同じ。）

に従事する者は、歯と口腔の健康づくりに資するよう、医師その他の歯科医療等業

務に関連する業務に従事する者（次条において「関連業務従事者」という。）との

緊密な連携を図りつつ、適切にその業務を行うとともに、市が実施する歯と口腔の
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健康づくりの推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（関連業務従事者の責務） 

第５条 関連業務従事者は、それぞれの業務において歯と口腔の健康づくりを推進す

るとともに、歯科医療等業務に従事する者との連携を図りつつ、市が実施する歯と

口腔の健康づくりの推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、事業に従事する者の歯と口腔の健康づくりに関する取組を支援す

るとともに、市が実施する歯と口腔の健康づくりの推進に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

（市民の役割） 

第７条 市民は、歯と口腔の健康づくりに関する正しい知識を持ち、生涯にわたって

日常生活において自ら歯科疾患の予防に向けた取組を行うとともに、定期的に歯科

に係る検診（健康診査及び健康診断を含む。）を受け、及び必要に応じて歯科保健

指導を受けること（以下「定期的に歯科検診を受けること等」という。）により、

歯と口腔の健康づくりに努めるものとする。 

（基本的施策） 

第８条 市は、歯と口腔の健康づくりを推進するため、次に掲げる基本的な施策を実

施するものとする。 

⑴ 歯と口腔の健康づくりに関する知識及び歯科疾患の予防に向けた取組に関する

普及啓発 

⑵ 歯と口腔の健康づくりに関する市民の意欲を高めるための運動の促進 

⑶ 定期的に歯科検診を受けること等の勧奨 

⑷ 障害者、介護を必要とする高齢者その他の定期的に歯科検診を受けること等又

は歯科医療を受けることが困難な者に対する支援のために必要な施策 

⑸ 乳幼児期におけるむし歯の予防及び食育の支援のために必要な施策 

⑹ 学齢期におけるむし歯及び歯周病の予防、口腔の清掃並びに食育の支援のため

に必要な施策 

⑺ 成人期（妊産婦である期間を含む。）における歯周病及び歯の喪失の予防のた

めに必要な施策 

⑻ 高齢期における口腔機能の維持及び向上のために必要な施策 

⑼ 生活習慣病及び喫煙による歯と口腔の健康づくりへの影響の防止のために必要

な施策 

⑽ 前各号に掲げるもののほか、歯と口腔の健康づくりを推進するために必要な施

策 

（基本計画の策定） 

第９条 市は、基本理念にのっとり、歯と口腔の健康づくりの推進に関する基本的な

計画を策定するものとする。 

（財政上の措置） 
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第１０条 市は、歯と口腔の健康づくりの推進に関する施策を実施するため、必要な

財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


